
11月6日（木）
午前 ［ポスターセッション］

筑波大学から7名、茨城大学か
ら7名、筑波大学附属坂戸高校
から2名が英語によるポスター
発表を行い、2名の学生にベス
トポスター賞 を授与しました。

国際農学国際農学ESDESDプログラムの構築と実践プログラムの構築と実践
筑波大学農林技術センター

海外協定校：

・カセサート大学 （タイ王国）

・ボゴール農科大学

（インドネシア共和国）

・フィリピン大学ロスバニオス校

（フィリピン共和国）

11月6日（木）
午後 ［特別講演会］

・Dr. Mehdi Ahmadyar
（茗渓学園国際部長）

・鈴木正昭氏 （国際農林業協働
協会技術参与）

・Mr. Mohammad N. Akbary
（アフガニスタン・イスラム共和
国下院議員）

11月7日（金）
［協定校との国際農学ESDプ
ログラムに関する発表と打ち
合わせ］

・Dr. Sutkhet Nakasathien
（カセサート大学）

・Dr. Kukuh Murtilaksono
（ボゴール農科大学）

・Dr. Oscar B. Zamora
（フィリピン大学ロスバニオス校）

・田島 淳史氏 （筑波大学）

国際農学ESDインターンシップ

筑波大学大学院博士前期課程に国際
農学ESDインターンシップ（1単位）を開
設しました。今年度は、 5名の学生が履
修し、招待者に対するサポート、英語に
よる議事進行などの経験を積みました。

11月10日（月）
【若手研究者フォーラム】
［特別講演］
･壽賀一仁氏 （JVC理事）
［若手研究者による発表］

・Ms. Montana Ruchirasak
（カセサート大学）

・南川 和則氏 （農環境技術研究所）
・Mr. Yayat Hidayat

（ボゴール農科大学）
・堀金 麻里氏 （筑波大学）
・Ms. Lourdes Santos Edano

（フィリピン大学）
・Mr. Ousmane Diene （茨城大学）

［表彰］

Best Presentation Award を2名に授
与しました。

茨城大学農学部との連携プログラム

茨城大学農学部との連携のもとに、
インドネシアとの学生交流プログラム
を実施しました。

お問い合わせ e-mail：agesd@nourin.tsukuba.ac.jp 

国際農学国際農学 E S D E S D シンポジウムシンポジウム

筑波大学農林技術センター

は、1979年に UNESCO の
APEID 事業の協力センター

(AC) に指名されて以来、30

年近くに亘り、筑波アジア農

業教育セミナー (TASAE) 
を主催してきましたが、2008

年度からは、大学院生・若

手研究者のトレーニング・プ

ログラムを取り入れ、新たに

「国際農学国際農学 E S D E S D シンポジシンポジ

ウムウム」」 として再出発しました。として再出発しました。

ESD （Education for
Sustainable Develop-
ments） とは、我国の働き掛

けにより国連総会において

採択された国連の活動であ

り、本プログラムは、この

ESD の理念に基づき「食料・

環境・生物資源利用の分野

で国際的に活躍できる人材

の育成」を目指します。

本プログラムは、本プログラムは、「平成２０

年度文部科学省大学教育

の国際化加速プログラム・

国際共同・連携支援（交流

プログラム開発型）プログラ

ム」および平成２０年度「国

際協力イニシアティブ」教育

協力拠点形成事業 に採択

され活発な活動が展開され

ました。
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し筑波大学農業機械部門の実験 ・ 実習のかかわり
伽versityof珈如如

筑波大学農林技術センター 螂叫k,9、子

疇大学の尉衷術センターは、鱈約1km、南北4lanに及ぶキャンパスの北エリアに位置しており、
約 40 ヘクタールの面積を占めています。 このフィ ールドには、 水田、 畑作圃場、 野菜圃場、 果樹園、畜
舎と関連施設、温室、農業機械庫、農業機械等が設置されています。 こうした農業施設、機械類は、農場
での生産活動に利用されるとともに、 学生・院生の実習教育、研究活動でも活用されています。

農痴紺戒部門では、農業実習で）農業機械の運転を体験させています。夏期休業中に4日半の 日程で、各種殷
業機械の説明に始まり、機械の仕組みと原理までを理解させるためにエンジンの分解整備（図1)、 圃場での
ロ ータリ ー耕、 プラウ耕を写真に示したような,j哩！（16.9kW)から大型(82kW)までのトラクタ（図2) を用い
て実習させています。

•� ―

図l実習で分解したエンジン 図2 実習等で使用するトラクタ類

こうした）坦闊眠の技術の菩樅を生かし レ、 ーサーセンサやGPSを利用して、 トラクタが無人で走行す
る技術の開発を行っています（図3)。

また、 脳痴親戒部門は、金属 アクリル樹脂、木材を加工
する技術をもつ職員がおり、 学内機関から依穎を受けて市販
品にはない特別な機器、機械の製作を行っています。（図4)
は、大型機械が圃場を走行する際に、 土を押し固めてしまう
現象を計測するために作成した計器です。木工部門で依順に
より作製した展示花壇（図5)で、市民とともに育てているさ
くらそうの展示に利用しています。 今後とも、 こうした活動
をより強化していきたいと考えております。

図4圧カセンサ ー取付け球

連： 筑波大学典林技術センター

図 3無人走行一験

図5さくらそう展示花壇

TEL : 029-853·4643 FAX 029-853·6205 

E·mail : takigawa.tomohiro.ff@utsukuba.acjp 
ⓒ2012 全国大学附属農場協議会



筑波大学農林技術センター 
〒305-8577 茨城県つくば市天王台1-1-1 
TEL:029-853-2596  FAX:029-853-6205 
http://www.nourin.tsukuba.ac.jp/ 

筑波大学東日本大震災復興・再生支援プログラム 

筑波大学農林技術センター 

２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災は広範な地域に渡り深刻な影響を引き起こしまし
た。筑波大学では復興・再生支援ネットワークを形成し、放射線対策、産業再生・創出、
防災・まちづくり、健康・医療・心のケア、科学振興・人材育成、芸術による復興支援、
学生の取り組みの７分野で、大学をあげて様々な社会貢献活動を実施しています。農林技
術センターは筑波大学東日本大震災復興・再生支援プログラムの一つとして、放射線対
策で「広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリングと芝生等被覆作物
による土壌中の放射性物質の物理的・生物学的除染と減量化」および健康・医療・心の
ケアで「被災地における心の復興：とくに児童生徒を対象に」の二つのプログラムを実施
して、被災地の復興・再生の支援を実施しています。 

筑波大学復興・再生支援ネットワーク    http://scpj.tsukuba.ac.jp/program/ 

東日本大震災復興・再生支援プログラム http://www.tsukuba.ac.jp/disaster0311/supportprogram.pdf 

被災地における心の復興：とくに児童生徒を対象に 

北茨城市において大学内の各専攻領域に基づき、教員と学生が学術ボランティア活動を児
童・生徒に対して行うことで、児童・生徒のコミュニケーションを促進し、孤立やＰＴＳＤの
発生を防ぎます。農林技術センターは精華小学校、常北中学校、中郷小学校の３校で、く
だもの電池、たまごとヒナの観察、稲から米へ、花のしおりを作ろう、スターリングエンジ
ンを作ってみよう！、糸を紡ぐ、の６活動を実施してきています。 

食の安全安心を担保して農業復興を支援するため、広範囲に広がる放射性物質降下域で、
多様な農作物の放射性物質移行係数を明らかにし、短期的かつ効果の高い土壌除染方策
を見いだそうとします。特につくば芝生事業協同組合の協力を得て、シバによる即効性の
生物的除染手法と、その減量化についても検討します。 

広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリングと芝生等
被覆作物による土壌中の放射性物質の物理的・生物学的除染と減量化 
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筑波大学農林技術センター 
〒305-8577 茨城県つくば市天王台1-1-1 
TEL:029-853-2596  FAX:029-853-6205 
http://www.nourin.tsukuba.ac.jp/ 

広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリング 

筑波大学農林技術センター 

２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災は広範な地域にわたり深刻な影響を引き起こしま
した。筑波大学では復興・再生支援ネットワークを形成し、放射線対策、産業再生・創出、
防災・まちづくり、健康・医療・心のケア、科学振興・人材育成、芸術による復興支援、
学生の取り組みの７分野で、大学をあげて様々な社会貢献活動を実施しています。農林技
術センターは筑波大学東日本大震災復興・再生支援プログラムの一つとして、健康・医
療・心のケアで「被災地における心の復興：とくに児童生徒を対象に」を実施し、放射線
対策で「広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリングと芝生等被覆作
物による土壌中の放射性物質の物理的・生物学的除染と減量化」を継続実施しています。 

筑波大学復興・再生支援ネットワーク    http://scpj.tsukuba.ac.jp/program/ 

東日本大震災復興・再生支援プログラム http://www.tsukuba.ac.jp/disaster0311/supportprogram.pdf 

食の安全安心を担保して農業復興を支援するため、広範囲に広がる放射性物質降下域で、
多様な農作物の放射性物質移行係数を明らかにし、短期的かつ効果の高い土壌除染方策
を見いだそうとします。 
土壌、雑草、水、堆肥、雑草の他、イネ、ジャガイモ、サツマイモ、ラッカセイ、ソバ、
ダイコン、トウモロコシ、ウメ、ブドウ、ナシ、クリ、マイタケ、シイタケ、タケノコ、原乳
など、農林技術センターで生産されているすべての農産物についてゲルマニウム半導体検
出器を用いて、現在までに６７１検体のサンプルの放射線強度を測定して国の基準に従って
安全な農産物を販売しております。また、土壌からの移行についても調査を進めています。 

広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリングと芝生等
被覆作物による土壌中の放射性物質の物理的・生物学的除染と減量化 
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筑波大学農林技術センター 

〒305-8577 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

TEL: 029-853-2543  FAX: 029-853-6205 

E-mail: center-jimu@nourin.tsukuba.ac.jp 

安全・安心な生産物の提供に向けた 

青果ネットカタログ「ＳＥＩＣＡ」の活用とその普及 

筑波大学農林技術センター 
 

筑波大学農林技術センターの実践や実習を通じて栽培・収穫された生産物は近隣地域の方々に販

売されています。新鮮な農産物を楽しみにしている常連客も多く、特に米、ジャガイモ、サツマイモ、ナ

ス、キウィフルーツの一部は特別栽培農産物として茨城県の認証を受けています。本センターでは生産

履歴を付して販売するシステムを全国の大学農場に先がけて導入し、現在では販売するすべての作物、

野菜、果樹について青果ネットカタログ「ＳＥＩＣＡ」＃システムを活用して、ほ場名、作業計画（生産・出荷

等）、栽培方法（肥料の種類、農薬の使用回数、薬品名など）の情報を登録・公開し、消費者への安全・

安心の提供に努めています。また、これらの取り組みの広報や講習等を通じて学生や農業後継者の教

育にも貢献しています。 

# 青果ネットカタログ「SEICA」：（公財）食品流通構造改善促進機構が所有し、（国）農業・食品産業技術総合研究

機構 食品総合研究所及び農林水産研究計算センター（農水省）の協力により運用している公的データベース 

http://seica.info/ 

主な広報・普及活動： 

・ 関東・甲信越地域大学附属農場協議会第 36 回技術研修会「青果ネットカタログを利用した食の安全・安

心情報発信」の開催（平成 19年 9月） 

・ 青森県営農大学校においてモバイル/IT活用農業論の講義・実習を実施し、SEICA利用の取組みを支援 

・ 学内食堂における特別栽培農産物ジャガイモの提供と SEICAを用いた生産履歴の公表  

・（財）食品流通構造改善促進機構機関誌への掲載（「SEICA の現場」大学の農産物直売で SEICA を活用

OFSI 2008年 3月号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SEICAラベルを貼り付けたジャガイモ（特別栽培農産物）と 
サツマイモの販売 

関東甲信越地域大学附属農場協
議会技術研修会における SEICA
情報入力実習 

青森県営農大学校に
おける SEICA実習 

学内食堂における
特別栽培ジャガイモ
と生産履歴検索の
啓発ポスター 
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筑波大学 筑波大学農林技術センター

伽wnityof珈如如

ー大学農場フィールドを活用した産学連携研究事業の展開ー

＜農業分野への先端技術展開＞牒業分野においても、 ゲノム編集技術やICT、 植物工場などの先

端技術尊入が進められています。 こういった先端技術の現場実証試験には、 試験圃場等における

管理運営のマネジメントが必要となります。 そもそも大学腹場は作物生産など圃場管理運営のノ

ウハウを持っており、 大学内において開発されたさまざまな股業系技術シー ズを実用規模で試験

するフィ ールドとして活用することが可能です。

＜特別共同研究事業＞筑波大学では、 民間企業との特別共同研究事業や独立行政法人との研究ユ

ニットを設置して、 産官学共同研究を行える様々な分野のイノベーション拠点を構築する事業を

展開しています。 これらの事業の中核にある特別共同研究事業とは、 企業等からの資金を原資に

研究者を雇用して学内の関連研究者と共に研究グルー プを構築し、 双方が対等の立場で共通の課

題について共同研究を実施するものであり、 大学の研究成果をシー ズとして、 その技術の社会実

装を企業側と連携して行うことを目的としています。

く（株）トー ヨ ー エネルギー ファ ームとの特別共同研究事業＞筑波大学牒林技術センタ ーでは、 先

端育種技術によって開発された品種の評価とその実用化試験ならびに生産システム開発を行うプ

ロジェクトを、 （株）トー ヨ ー エネルギーファ ームと提携して特別共同研究事業として進めていま

す。 ここではトマトなどを対象として、 当大学生命環境系疏菜花井研究グループにおいて開発さ

れた長期日持ち性や各種機能性をもつ品種ならびに、 連携している種苗会社から提供される品種

に関する圃場における生産適用性試験を実施し、（株）トー ヨ ーエネルギーファ ームの農業事業に展

開することを目指しています。

I 筑波大学 ・ （株）トーヨーエネルギーファーム特別共同研究事業 I
筑波大学・運携種苗会社

くシーズ開発＞

く新規機能品種群：日持
ち性、単為結果性、耐暑
性etc.•·>

大学内工学系ラポと

の農業用ロボット共同
開発

開発品種の評価
（生産適応性・品賣安定性・市場性評）

株）トーヨーエネルギーファーム
く農業事業への実装＞

簡便に高品貫作物生産
農集法人による強い経営体
の青成

高品質作物の生産性最
大化（迅速、洗練）とブラ
ンド化ならびに開発技術
の生産法人への展開

農婁生産法人へ提供可能な生産システム開発
（省カ・低コスト親培技術）

筑波大学農林技術センターを研究フィールドとして学内外
関運研究グループが集結した共同開発体制の構築

筑波大学股林技術センタ ー

〒305 8577 茨城県つくば市天王台1 1-1 TEL: 029·853·2547 FAX: 029·853·6205 

E·mail: center-jimu@nourin.tsukuba.ac.jpURL:http://www.nourin.tsukuba.ac.jp/ 
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筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター 

〒305-8577 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

TEL: 029-853-2541  FAX: 029-853-6205 

E-mail: center-jimu@nourin.tsukuba.ac.jp 

企業との共同研究 

飼料用イネの低コスト・省力栽培技術の開発と評価 

筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター 
 

筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター農場（以下、T-PIRC 農場）では、井関農機（株）

夢ある農業総合研究所と共同で飼料用イネの疎植栽培試験を農家圃場で実施しました。飼料用イネの

研究実績があるT-PIRC農場と、田植機の疎植栽培技術に長年の実績がある井関農機との共同の取組

みにより、栽培面積が急増している飼料用イネの低コスト・省力技術の開発に貢献するのが目的です。

本取組みでは T-PIRC 農場の作物部門、機械部門、畜産部門の教員・技術職員が参画して、イネの生

育から収穫した飼料用イネの飼料品質の評価まで行いました。 

 

 

 

 

乗用田植機による株間を調整しての移植 

草型の異なる飼料用イネ２品種を栽植密度を

標準植（18.5株/m2）と疎植（11.1株/m2）に設定

して移植しました 

大学院生による生育調査 

生育、乾物収量および飼料成分を測定して疎

植栽培がイネの生育、収量および飼料品質に

及ぼす影響を解析しました 

ウシ飼養試験のためのサイレージ仕分け 

収穫したサイレージは農場に運び、育成牛によ

る飼養試験行い、嗜好性を評価しました 

専用収穫機によるサイレージ収穫 

機械メーカーの協力によりサイレージ用品種は

ホールクロップサイレージとして収穫しました 

ⓒ2018 全国大学附属農場協議会



12 
 

 

筑波大学基金贈答品制度への協力 
 

筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター農場 
 

国立大学法人筑波大学は、将来の社会を背負って立つ能力や意欲のある若者への経済

支援や国際交流支援に加えて、学術研究支援や地域への貢献活動を支援し、大学と社会と

の繋がりの強化を目指すための資金を広く社会に求めることを目的として、筑波大学基金制

度を設けています。 

筑波大学基金では、年度内に一定額以上をご寄附いただいた寄附者の方々への返礼とし

て、筑波大学の活動の一環の紹介も兼ねて筑波大学関連商品を差し上げています（筑波大

学基金贈答品制度 TSUKUBA FUTURESHIP PREMIUM）。つくば機能植物イノベーション研究

センター農場（以下、T-PIRC 農場）では、本制度の趣旨に賛同し、大学本部からの要請に応

じて生産品を贈答品として提供しています。 

 贈答品制度は 2016 年から始まり、T-PIRC 農場では学生実習等で生産している精米、サツ

マイモを継続して提供しています。2016 年にはナシも提供しました。精米およびサツマイモの

一部は、農薬および化学肥料由来窒素量の双方を半分以下に減らす特別栽培基準により生

産したもので、寄付者の方々から大変喜ばれています。2018 年度は、精米は約 1.5t、サツマ

イモ（品種：ベニアズマ、パープルスイートロード）約 200ｋｇを提供しました。 

 
筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター 

〒305-8577 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

TEL: 029-853-2541  FAX: 029-853-6205 

E-mail: center-jimu@nourin.tsukuba.ac.jp 

日本経済新聞 2016 年 10 月 19 日号朝刊で「国からの交付金減額、寄付金集め、国立大も力、

筑波大、収穫品で「返礼」」の見出しで、紹介されました。 

ⓒ2019 全国大学附属農場協議会
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                 筑波大学つくば機能植物イノベーション研究センター農場 

－大学農場の農産品販売を通した地域企業との連携－ 

＜大学内誘致企業と大学農場の連携＞茨城県を中心に展開している（株）カスミの筑波大学内店

舗が、平成 30 年 10 月にオープンした。この出店は、大学としては敷地の有効活用を進めるとと

もに本学学生の利便性を向上させつつ地元企業との連携を進めることを狙っており、また企業側

としても、大学の知名度を活かした宣伝効果などが得られることを期待している。そこで、学内

農場において、実習や研究活動を通して生産されている農産物を当該店舗で販売し、学内外への

アピールに活用することを検討した。 
＜学内店舗における農産物販売＞「カスミ筑波大学店」としてオープンする際に当農場の産品を

取り扱うために、筑波大学の産学連携担当職員と(株)カスミスタッフおよび農場スタッフで検討

を重ねた。民間スーパーでの産品販売は今までも不定期で実施した経験はあったが、定期的に販

売することは当農場として初めてのことで、出荷方法やパッキングなどを検討する必要が生じた。

またその際、大学農場産品であることを強くアピールし、大学と地元企業が連携している点を周

知できるような販売形態とすることを念頭に話し合いを行い、最終的には大学農場産品の特設コ

ーナー設け、販売することを決定した。 
＜農産物の販売状況とその効果＞令和元年 10 月で販売開始後 1 年が経過した。これまでに果樹

やイモ類、野菜を中心に販売しており、出荷したものはほぼ完売している。当初は、今まで農場

で販売していたときの顧客が主要な購入者であったが、時間と共に学生や周辺住民など新規の客

層が徐々に増えてきており、大学農場のアピールにもつながっている。また、生産物販売を通し

て農場をアピールするために、商標「T ぱーくん」を登録し、販売時に活用している。現時点で

は、農場での実習生産物を中心に販売しているが、(株)トーヨーエネルギーファームと提携した

特別共同研究事業で生産したトマトの販売を始めるなど、産学連携活動とリンクさせるなどの取

り組みも開始した。今後は、筑波大学で開発された新品種なども販売して、農場を通した研究成

果の広報にも活用していきたい。 

 
 
筑波大学機能植物イノベーション研究センター農場 
〒305－8577 茨城県つくば市天王台 1－1－1 TEL: 029-853-2541 FAX: 029-853-6205 
E-mail: center-jimu@nourin.tsukuba.ac.jp URL: https://farm.t-pirc.tsukuba.ac.jp/ 

オープンセレモニー（平成30年10月1日）の様子
とT-PIRC農場販売物コーナー

カスミ筑波大学店舗

Tぱーくん
（商標登録第6193668号）

地元スーパーとの連携による効果
＞大学農場としての知名度向上
＞農産物の効率的販売
＞教育／研究の成果公表の場としての活用

ⓒ2020 全国大学附属農場協議会
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ⓒ2021 全国大学附属農場協議会




